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第 58 回 葛飾区都市計画審議会 意見票 1 に係る区の考え方【報告事項第 82 号用途地域等の変更について】 

 

№ ご意見・ご質問 区の考え方 

 〇変更の枠組みについて  

１ 

 

・地形地物の変化に基づく変更事例（１）～（４）それぞれに何件

くらい変更が想定されますか。 

今年度より、用途地域等の一括変更に関する調査・検討業務等を

実施いたします。その中で、区全体における変更対象を抽出し、明

確にしてまいりますが、現時点では概ね 40 箇所程度になるのでは

ないかと見込んでおります。 

 

 

２ ・前回の見直しから 16 年経過していることを鑑みれば、今回の用

途地域等の変更は、今後 20 年の区の将来を決定するものとも言

えます。従って、現況との不整合を解消することは当然大事なこ

とですが、将来を見据えた改変の重要な機会でもあります。こう

した視点にたてば、「地形地物の変化などに基づく用途地域変

更」では、道路の拡幅や整備に伴う用途地域の変更（２）（３）

は注意深くあるべきです。 

今回の用途地域の一括変更は、用途地域等の指定状況と現況との

不整合を修正していくことを目的に、変更に伴う既存不適格建築物

の発生状況等を踏まえつつ、地区内外の市街地環境への影響が軽微

で、地区計画を定める必要がないものが対象となります。 

用途地域は、市街地における土地利用規制の根本をなしており、

慎重な調査・検討が必要であると認識しております。道路拡幅整備

に伴う用途地域の変更（２）（３）につきましては、道路の整備状

況、道路整備の担保性の確保などを踏まえ、適切に変更していきた

いと考えております。 
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 〇変更の具体的内容について  

３ ・また、「用途地域等に関する指定方針及び指定基準に基づく新た

な取り組み」は重要と思いますが、現時点では葛飾区にかかる事

項はない状況とのことでした。例えば、（２）活力とにぎわいの

拠点については関係がありそうにも思いましたので、葛飾区にか

かる事項がないことの理由をもう少しご説明頂けると有難いで

す。 

「用途地域等に関する指定方針及び指定基準」に基づく新たな取

り組み（１）と（４）は、地区計画の策定などに合わせて、用途地

域等を変更することとなりますが、現時点では、このような取り組

みを行っている地区が区内にないという状況でございます。 

また、（２）の対象は、活力とにぎわいの拠点のうち、３路線以

上が結節する高い交通結節性を有する駅が対象となり、区内におけ

る活力とにぎわいの拠点については、対象となる駅がない状況でご

ざいます。 

（３）につきましては、区内の木密地域（東京都 防災都市づく

り推進計画における重点整備地域及び整備地域）の用途地域は、工

業地域、準工業地域、商業地域、近隣商業地域、第一種住居地域、

第二種住居地域のため、対象となる住居専用地域はない状況でござ

います。 

４ 

 

・「指定方針・指定基準」に基づく新たな取組み、当区にかかる事

項はないとのこと。（３）について、現在事業中の木密地域で、

道路用地で建替の際、建ぺい率 60→80％変更の事例はでていま

せんか。 

現在事業中の木密地域の用途地域は、工業地域、準工業地域、商

業地域、近隣商業地域、第一種住居地域のため、「用途地域等に関

する指定方針及び指定基準」に基づく新たな取り組み（３）に該当

する住居専用地域はない状況でございます。 

また、住居専用地域以外の木密地域については、以前より、新た

な防火規制の指定や地区計画の策定にあわせて、建ぺい率を 60％

→80％に指定する取り組みを、東京都が示しているところです。

建ぺい率の緩和は、建て替え促進手法の一つではありますが、木密

地域内の建て詰まりが解消されず、採光や通風のある良好な住環境

の向上には繋がりにくいため、本区においては、導入しておりませ

ん。 
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５ ・地形地物の変化などに基づく用途地域の変更における「地区内外

の市街地環境への影響が軽微」とは、何を基準に判断するのか。 

今回の用途地域等の一括変更は、用途地域等の指定状況と市街地

の現状との不整合を修正していくことを目的に、変更に伴う既存不

適格建築物の発生状況等を踏まえつつ、地区内外の市街地環境への

影響が軽微で、地区計画を定める必要がないものが対象となりま

す。 

「地区内外の市街地環境への影響が軽微」に関する数値の目安な

ど、東京都から具体的な基準は示されていませんが、対象地区内外

の建築物の用途や構造、階数などの市街地環境への影響を確認し、

東京都と十分に協議した上で、総合的に判断していきたいと考えて

おります。 

 

 〇作業体制・実施スケジュールについて   

６ 

 

・今後、綿密な調査・検討が必要と思われる。 今年度から来年度にかけて、用途地域等の一括変更に関する調

査・検討業務等を実施いたします。その中で、平成 16 年度一斉見

直し時の議定図等根拠資料と、最新の地形図及び道路網図を重ね合

わせ、乖離のある箇所を洗い出し、区全体における変更対象を抽出

いたします。 

 用途地域の境界線の変更は、区域区分、高度地区、防火地域・準

防火地域、日影規制などの都市計画等にも関わることとなり、綿密

な調査・検討、東京都との十分な協議が必要と考えております。 
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７ ・都への提出期限まで、地元説明会等の実施を考慮すると決して十  

分な時間はない。 

・特に新型コロナウイルスへの対策からも説明会の実施には工夫が

必要となる。 

令和３年９月までの約１年半の期間で、一括変更対象箇所を抽出

し、説明会等を実施して、用途地域等の変更原案を提出することと

なり、ご指摘のとおり、決して十分な時間ではないと認識しており

ます。このため、昨年度末より先行して不整合箇所を抽出するとと

もに、今後は東京都との綿密な協議を実施し、手戻りや不備のない

よう、業務を推進してまいります。 

また、説明会等の実施については、新型コロナウイルス感染症に

関する事態収束の状況をみながら、必要な対策・工夫を行っていく

必要があると考えております。 

８ ・本区内では対象が 40 件ほどと聞くが、都内全体では数百の規模

となることが予想される。区民（都民）の財産にかかわる問題に

ついて、一括して変更実施をすることは問題ではないか。 

都内全体でみれば、相応の変更箇所数になると考えております。

用途地域等の変更は、区民（都民）の財産にかかわる事項であるた

め、今回の一括変更においても、説明会の開催や、都市計画法第

17 条の規定に基づく手続きにより、区民（都民）に周知・説明を

した上で、変更していくため問題はないと考えております。 

９ ・東京都への用途地域原案提出にあたり、事前に区計審での審議は

あるのか。 

東京都への用途地域原案提出にあたっては、事前に区都市計画審

議会にご報告させていただきます。 

また、説明会等の実施前など、適宜、区都市計画審議会にご報告

させていただきます。 
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第 58 回 葛飾区都市計画審議会 意見票 1 に係る区の考え方【葛飾区都市計画マスタープラン中間検証について】 

 

№ ご意見・ご質問 区の考え方 

 〇理念目標等について  

1 

 

・説明資料から、緻密な調査・検討を行ってきたことが伺われる。 

・令和３年以降の都市マス改定に向け、充実した取り組みを期待す

る。 

昨年度は、都市計画マスタープランの中間検証として、上位・関連

計画等の整理、人口や土地利用、道路等都市基盤整備の状況の整理な

ど、基礎的データを収集し、変化や動向を把握するとともに、都市マ

スにかかる取り組みの進捗状況等を整理し、将来に向けて取り組む

べきテーマの検討を行ってまいりました。 

今年度は、抽出したテーマを中心に区民の意識や意向を確認する

大規模なアンケート調査など、中間検証を踏まえた検討の深度化を

実施いたします。引き続き、令和３年度からの都市マス改定に向け、

充実した取り組みになるよう調査・検討を進めます。 

2 

 

・上位計画（都マスタープランと区基本構想）の令和２年改訂の

後、引続き、区マスタープランの改訂作業に入るタイミングは適

切。 

都市計画マスタープランは、「東京都 都市計画区域マスタープラ

ン」と「区 基本構想」に即して定めることとなります。今後も、上

位計画の改定動向を注視し、都市マス改定に向けて取り組んでまい

ります。 
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 〇調査活用（調査等）について  

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・葛飾区区民モニターアンケートの数値化した項目とともに、「自

由記述」による指摘について区の考え方を明らかにし、生かして

いくことが必要と考える。例えば「人情都市かつしかに賛同す

る」などは、本区都市計画マスタープランの表題となっており、

大切な事だと思う。 

 

 

 

 

住み憩い働き続けられるまちをつくり、育んでいくためには、区民

が主役のまちづくりを展開していくことが重要です。このため、区民

モニターアンケートは勿論、今年度実施する区民アンケート、また、

各種説明会や意見交換会など、様々な機会をとらえて、区民の方々か

らご意見をいただき、区の考え方をご説明しながら、都市計画マスタ

ープランの改定作業を進めてまいります。 

 

 

 

 〇具体内容について  

４ ・SDGｓの理念をすえて、次期計画の検討をしていく必要があるの

ではないか。 

都市計画マスタープランの改定にあたっては、SDGｓ（持続可能

な開発目標）を念頭に置き、まちの将来像やまちづくりの目標を検討

する必要があると考えております。 

５ 

 

・新金線の旅客化が現実化してくると、予定駅周辺のまちづくり気

運の盛り上りに期待できます。 

現在の都市計画マスタープランにおいて、長期構想路線として位

置付けのある新金貨物線の旅客化については、平成 29 年度、30 年

度に課題の再整理や需要予測などを取りまとめ、令和元年度より関

係機関との協議を進めているところです。 

都市マス改定にあたっては、こうした取り組みを踏まえ、交通ネッ

トワーク形成の一つのテーマとして記述の充実を図っていきたいと

考えております。 
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６ ・例えば、立石駅北口地区市街地再開発事業における区庁舎建替

え・移転計画の見直しを検討すると区長が議会で表明したもの

と、この再開発・まちづくりのあり方について、検討が必要にな

っていると思うがどうか。 

立石駅北口地区市街地再開発事業は、都市計画マスタープランに

おける広域行政拠点を目指し、市街地の防災性の向上とともに、生活

サービス機能、公益サービス・交流・交通機能の充実に向け進められ

ているものです。併せて、新庁舎の整備については、駅前への移転に

より、誰もが便利に来庁できる利便性の高い庁舎を目指し、検討が進

められております。 

ご質問の「立石駅北口地区市街地再開発事業における区庁舎建替

え・移転計画の見直しを検討すると区長が議会で表明した」につきま

しては、新庁舎が駅前へ移転することを前提に、利便性の高い庁舎を

基本に駅前で提供すべき行政サービスを検討するとしたものであ

り、市街地再開発事業を見直すとしたものではありません。 

 

 

 

 

７ ・また、現在の都市計画マスタープランが策定されている最中に、

新小岩東北広場が整備されたものの利用者が少なく、「４つの広

場」の整備について再検討する必要があるのではないか。そもそ

も、各駅前広場のあり方について検討が必要と考える。 

現行の都市計画マスタープランにおいて、新小岩駅周辺は、４つの

広場や自由通路の整備など総合的な基盤整備、環境整備を進め、総武

線と平和橋通りで区分された４つの地区が一体化した安全で快適な

回遊空間を形成するとしております。 

都市マス策定以降、民間開発など市街地の状況も変化しているこ

とから、改定時には、こうした変化を踏まえて駅前広場の在り方につ

いて検討する必要があると考えております。 
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８ ・都市マスの中間検証について、次期改訂に向け丁寧に進められて

いると思いました。一方、ここ１年、ここ数か月で社会は激変

し、次期の都市マスにも影響してきます。「５．将来に向けて検

討・充実すべきテーマ」は、例えば、昨夏の都市内水氾濫の被害

をみれば「水害に強い都市づくり」はより一層クローズアップさ

れるべきこととなり、また、新型コロナウイルス以降の社会やま

ちの在り方が反映されることになると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、時間雨量 50ｍｍを上回る短時間降雨の発生件数が増加し、

雨の降り方が局地化・集中化、激甚化しております。こうした状況か

ら、平成 31 年２月に東京都都市計画審議会から示された「東京にお

ける土地利用に関する基本方針について（都市づくりグランドデザ

インを踏まえた土地利用のあり方）」の答申でも、今後の気候変動に

伴い発生リスクが増大する大規模水害に備えた市街地の在り方につ

いても検討を進めるべきとされております。 

現在の都市計画マスタープランにおいても、高台化等による防災

性の向上など水害対策について記載しており、近年の雨の降り方や

気候変動に伴う大規模水害を踏まえ、令和元年６月に「浸水対応型市

街地構想」を策定し、避難所となる小・中学校の浸水対応化等の検討

を進めております。都市マス改定にあたっても、水害に強い都市づく

りについては、さらに将来に向けて検討・充実すべきテーマであると

考えております。 

また、新型コロナウイルス感染症に関する事態などの社会経済情

勢の変化もみながら、都市マス改定に取り組んでいきたいと考えて

おります。 
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 〇計画の進捗管理について  

９ ・あわせて、現在の都市計画マスタープラン策定時の審議の中で、

「都市計画マスタープランを進行管理しなければ、ただ単に絵に

書いた餅」「今後進行管理として見ていくためにプログラムを作

った初めての試み」と示されている。この「第５章 都市計画マ

スタープラン実現の方策」についての総括も必要ではないか。例

えば、葛飾区区民モニターアンケートで「認知度は 20％弱と低

い」と示されているが、この進行管理として「（３）都市計画マ

スタープランの周知」の検証が必要と考える。 

これまでも、都市計画マスタープラン「第５章 都市計画マスター

プランの実現の方策」に基づき、都市マスの進捗状況等を報告する

「まちづくりシンポジウム」を開催してまいりました。また、窓口・

ホームページなどで都市マスの周知を行ってまいりましたが、区民

モニターアンケートにおける認知度は 20％弱という結果でありま

した。 

都市マス改定にあたっては、こうした状況も踏まえて、シンポジウ

ムに加え、より広く周知できる取り組みを検討してまいります。 

 

 

 

１０ ・それにしてもマスタープラン周知度 20％とは。より周知の上、

改訂作業に。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでも、都市計画マスタープランの進捗状況等を報告する「ま

ちづくりシンポジウム」や、窓口・ホームページなどで都市マスの周

知を行ってまいりましたが、区民モニターアンケートにおける認知

度は 20％弱と低く、また、簡潔、コンパクトにして欲しい等の要望

も寄せられております。 

都市マス改定にあたっては、こうしたご要望も踏まえ、手にとって

もらえる分かりやすいものとなるよう工夫するとともに、シンポジ

ウムに加え、より広く周知できる取り組みを検討してまいります。 
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１１ ・現在の都市計画マスタープランで掲げた方針にもとづき、まちづ

くりがどこまですすんだかを明らかにする必要があるのではない

か。葛飾区区民モニターアンケートでも、「達成度を区民に明ら

かにして欲しい」と記述されている。 

 

 

 

現行の都市計画マスタープランにおいても、区民が主体性を発揮

できるまちづくりの推進のため、まちづくりに関する情報の提供・共

有化が挙げられており、これまでも、都市マスの進捗状況等を報告す

る「まちづくりシンポジウム」を開催してまいりました。 

今年度は、区民アンケートにおいて、昨年度整理した都市マスの進

捗状況を冊子としてまとめ同封し、区民の方々に達成状況を確認し

ていただく予定です。 
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第 58 回 葛飾区都市計画審議会 意見票 1 に係る区の考え方 

【東金町一丁目西地区第一種市街地再開発事業および地区計画に関する情報について】 

 

№ ご意見・ご質問 区の考え方 

1 

 

・本件は先に当審議会で決定したが、その時の扱いは審議事項だっ

たか。 

・内容として、駐輪台数が減少することと、再開発事業の中で、実

現する台数が 3,000 台から 1,000 台となり、事業外での確保に

頼る計画となっている。実行の担保があるのか疑問。 

・広場１号に係る「新設（地下式自転車駐車場）」については、当

初（都市計画決定 令和元年 11 月）駅利用者等の利便性の向上の

ため、広場１号に地下式自転車駐車場を整備することを市街地再開

発事業及び地区計画において計画し、審議して頂きましたが、金町

駅利用者の増加により駅近辺での歩行者と自転車の錯綜の回避が課

題となっていること、また、歩行者の商店等への回遊性を創出する

観点から、駅近辺の歩行者の安全性確保と回遊性創出のため、令和

2 年 2 月に金町駅周辺における自転車駐車場整備の考え方について

整理を行い、自転車駐車場は、方面ごとに分散して整備することと

し、広場１号の地下式自転車駐車場の整備計画を取り止めることと

しました。 

・自転車駐車場の整備台数は、当初 3,000 台としていましたが、

区営自転車駐車場２個所（東金町一丁目及び金町駅北口（西側））

の利用状況と当地域の放置自転車の調査を行い、改めて需要台数を

精査し、公共自転車駐車場の整備台数を 2,500 台と算出しまし

た。このうち 1,000 台については、再開発施設建築物地下 1 階に

整備し、1,500 台については、再開発事業区域外の北西側周辺（別

紙（参考図表）③）にある区有地の活用及び周辺の低未利用の土地

を取得又は借上げて、自転車駐車場の整備を検討しています。 
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2 

 

・自転車駐車場に関する変更は理解しました。最終的な扱いとして

は、都市計画の「軽微な変更」とするか。「都計審変更」案件と

して扱うか。 

・備考欄に記載の「新設（地下式自転車駐車場）」の削除につきま

しては、都市計画の軽易な変更（都市計画法第２１条第２項、同法

施行令第１４条、同法施行規則第 13 条及び第１３条の２）には該

当しません。今回、本審議会に広場１号の地下式自転車駐車場の計

画を取り止めることについて報告させていただき、今後、Ｂ、Ｃ地

区等に係る都市計画決定時に削除を行う予定です。 

3 

 

・すでに昨年 11 月都市計画決定がされているもとで、変更するに

当たっては、再度都市計画決定が必要ではないか。 

 今回変更する「③再開発事業区域 北西側周辺」は再開発エリア

ではなく、自転車駐車場台数は大幅な変更ともなる。 

・今回、本審議会に広場１号の地下式自転車駐車場の計画を取り止

めることについて報告させていただき、今後、Ｂ、Ｃ地区等に係る

都市計画決定時に削除を行う予定です。 

 また、「③再開発事業区域 北西側周辺」は再開発エリアではあ

りませんが、「再開発施設建築物 地下１階」及び「再開発事業区

域 北西側周辺」に整備する自転車駐車場により、当地域の自転車

駐車場需要に応えられると考えております。 

なお、自転車駐車場の整備台数は、都市計画決定された事項では

ありません。 

４ ・「再開発施設建築物地下１階 自走ラック式 1,000 台」の床は、

権利変換ではなく保留床の取得（＝約９億６千万円）により整備

するとしている。その理由は、東京都から交付金が半額出るから

とのことだが、交付金ももともと税金であり、わざわざ税金で保

留床を買う必要はないのではないか。 

・現在、金町駅北口（西側）区営駐輪場に 1,500 台程度の自転車

駐車場利用者がいることから当該市街地再開発事業において一定程

度の自転車駐車場の整備が必要と考えています。 

 なお、市街地再開発事業では、権利変換の場合、従前資産と等価

の資産を得ることとなりますが、自転車駐車場は保留床として取得

することで、交付金を受けることができる見込みです。区の限られ

た財源を健全に運用していくため、このような手法を用いることも

必要であると考えております。 
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５ ・区（公社）の所有している土地の権利変換によって、現在計画し

ている公共用地がどの程度まかなわれるのか。 

・広場１号に係る「新設（地下式自転車駐車場）」の見直しに直接

関連しませんが、参考に回答します。 

 区が取得検討をしている４階の公益施設及び地下１階の自転車駐

車場については、区及び土地開発公社の所有する従前資産額で取得

できる見込みです。 

一方、道路拡幅用地と広場については、施設建築物ではないた 

め、権利変換による取得はできないことから、再開発施行者（組

合）に負担金を支払い整備する予定です。 

６ ・「③再開発事業区域 北西側周辺」に必要な広さはどの程度と考

えているのか。その敷地面積を確保することは容易なことか。そ

うであるならば、現状でも、自転車駐輪場は不足しており、直ち

に着手すべきと思うがどうか。 

・ＪＲ金町駅北口西側の自転車駐車場の需要台数を考えると再開発

事業区域外の北西側周辺（別紙（参考図表）③）で 1,800 ㎡程度

敷地面積が必要であると考えています。このうち区有地 740 ㎡程

度の他、周辺の低未利用の土地を取得又は借上げて、自転車駐車場

の整備を検討しています。 

 なお、自転車駐車場の整備については、できるだけ早い時期に実

施したいと考えています。 

７ ・再開発エリア外に自転車駐車場を整備するのであれば、駅により

近いところの土地を確保すべきではないのか。駅北側＝「B 地

区」や「C 地区」または、東側ならば、「歩行者と自転車が錯綜

し、危険な状況」にならないではないか。 

・金町駅利用者の増加により駅近辺での歩行者と自転車の錯綜の回

避が課題となっていること、また、歩行者の商店等への回遊性を創

出する観点から、駅近辺の歩行者の安全性確保と回遊性創出のた

め、自転車駐車場整備計画の見直しを行い、自転車駐車場は、方面

ごとに分散して整備することとしました。 

 なお、Ｂ地区やＣ地区にはすでに民間の自転車駐車場もあるこ

と、また、低未利用の土地を見込める状況にはないと考えていま

す。ご意見にある駅東側については、北口西側、南水元や水元方面

の区民が東側を利用することが、まさに歩行者と自転車の錯綜をも

たらすものと考えています。 
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８ ・一番「危険な状況」を回避するには、駅西口改札をこの再開発エ

リアに設置することと考えるが、いかがか。 

・広場１号に係る「新設（地下式自転車駐車場）」の見直しに直接

関連しませんが、参考に回答します。 

 JR 金町駅の西口改札口の設置につきましては、これまでも継続

的に JR 東日本に対して要望を行ってきたところですが、引き続き

JR 東日本との勉強会や意見交換を行い、JR 金町駅の安全性や利便

性の向上に向けて要望を続けていきます。 

９ ・今回の自転車駐車場整備計画の見直しにあたっていくつか理由を

あげているが、下記内容について具体的説明を願いたい。 

１ 「民間自転車駐車場の利用状況も加味し」とある内容は、どう

いうものか。 

２ 「区営自転車駐車場の需要を精査」との具体的数字も含めた内

容について、示されたい。 

３ 「当該駐車場の整備費用および維持管理費用等」の「等」とは

何か。また、比較内容について「整備費用」、「維持管理費用」、

「等」の各具体的数字を示されたい。 

・「民営自転車駐車場の利用状況も加味」とは、金町駅北口周辺に

は空き店舗等を活用した民営自転車駐車場が多数あり、約 3,000

台の駐車が可能となっています。これらの台数分を区営自転車駐車

場でカバーすると、民間の収入源を断ち切ることになるため、需要

を精査の上、不足する台数分を整備するということです。 

・「区営自転車駐車場の需要を精査」とは、昨年度実施した調査に

より、区営自転車駐車場２個所（東金町一丁目及び金町駅北口（西

側））の定期利用者の９割超が水元地域からの利用者であったこ

と、また、区営自転車駐車場２箇所（東金町一丁目及び金町駅北口

（西側））の利用台数及び当地域の放置自転車台数から約 2,500 台

の自転車駐車場が必要と判断したことです。 

・「当該駐車場の整備費用及び維持管理費用等」の「等」とは、駅

近辺の歩行者の安全性確保と回遊性創出のことです。 

なお、新たに整備する自転車駐車場の整備費用及び維持管理費用

は、地上にラックを設置するため、広場 1 号に新設予定だった地下

式自転車駐車場よりも、低廉な費用で整備する予定ですが、現時点

では、具体的な数値は算出していません。 
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10 ・関連して、変更前の「広場地下 機械式 1,000 台」が無くなっ

たもとで、広場（南側）を区が４億円も出して取得する理由が無

いと考える。北側の広場は、開発後の管理組合で管理し利用する

から、南側広場とは違うとのことだが、UR 駅前団地の広場で

「花・楽・Cａｆｅ」などのイベントなどをイメージするが、毎

日使うというものではなく、日常的には地域の人たちなどが行き

交っている。同様の扱いにすればよいと考える。 

・広場１号は、金町駅北口周辺に商店会のイベント等身近で集える

広場が少なく、地域から憩いの空間を求める声もあったことから、

憩いや賑わいの結節点として、また、災害時の公共空間として、公

共施設である広場を整備するものです。地下式自転車駐車場は広場

敷地の有効活用のために計画をしたものであり、地下式自転車駐車

場の整備を取り止めても、公共施設としての広場の必要性は変わら

ないと考えています。 

11 ・もう一点、商業棟屋上は共用で、教習所が専用して占用料を支払

うとのことだが、いくら支払うのか、その額の根拠となる考え方

はどういうものか。また、屋上を共用とし、教習所に占用させる

というのは第一種市街地再開発事業における「権利変換手続きに

より、従前建物、土地所有者等の権利を再開発ビルの床に関する

権利に原則として等価で変換する」の原理に反するのではない

か。 

・広場１号に係る「新設（地下式自転車駐車場）」の見直しに直接

関連しませんが、参考に回答します。 

・東金町一丁目西地区市街地再開発事業については、市街地再開発

組合の設立認可に向けて準備を行っている段階です。施設建築物の

屋上は、共用部分となるため、排他的に使用するためには専用使用

権の設定が必要となります。この専用使用権については、施設建築

物の管理規約で定めることになるため、現時点において専用使用料

は決定していません。管理規約については、今後、管理組合が区分

所有者による集会で設定することになります。 

なお、屋上は共用部分であり、権利変換で取得できる床とはなり

得ません。このため自動車教習所の事業継続のためには、敷地の一

部や屋上を使用することは、権利者の生活再建上必要であると考え

ています。 
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12 ・駐輪場の位置を②広場地下から③に変更することにより金町駅周

辺の自転車の動線がどのように変わるのか、具体的にどのような

効果が想定されているのか、資料の範囲では不明です。この点

は、再開発事業（葛飾区決定）内の広場１号の新設（地下式自転

車駐車場）をとりやめ、代替として事業区域外に設置することの

妥当性として、説明されるべきことと考えます。（地区計画の変

更についても同様です。） 

・駅近辺への自転車の乗り入れを抑制し、方面ごとに自転車駐車場

を分散して整備することで、安全で快適な歩行空間を確保すること

を目的としています。 

現状、金町駅北口（西側）区営自転車駐車場の定期利用者の９割

超が水元地域からの利用者であることから、理科大学通りを通り、

駅前の自転車駐車場を利用しています。このため、②（再開発事業

区域内の広場地下）から③（再開発事業区域外の北西部周辺）に自

転車駐車場の位置を変更することより、理科大学通りの自転車と歩

行者の錯綜が解消されると考えています。また、その他の効果とし

て、歩行者の回遊性が増し、商店が賑わい、再開発事業で整備する

広場が憩いの空間になると考えています。 

なお、今回、本審議会に広場１号の地下式自転車駐車場の計画を

取り止めることについて報告させていただき、今後、Ｂ、Ｃ地区等

に係る都市計画決定時に削除を行う予定です。 
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第 58 回 葛飾区都市計画審議会 意見票２に係る区の考え方【報告事項第 82 号用途地域等の変更について】 

 

№ ご意見・ご質問 区の考え方 

  変更の具体的内容について   

 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新しい用途地域である「田園住居地域」の指定については、全く

検討しないのか。生産緑地の延長（特定生産緑地）とも関連し、

水元地区などで、農業振興と水みどりのまちづくりなど、農業振

興と連携した地域づくりの可能性は皆無ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の用途地域等の一括変更は、令和３年９月までの約１年半の

期間で、変更箇所を抽出し、説明会等を実施して、用途地域等の変

更原案を提出することとなります。 

田園住居地域の指定にあたっては、良好な居住環境と営農環境を

維持するため、地区計画等で敷地面積の最低限度や壁面の位置など

に関する事項を定めることとされております。 

一方、区内では、現在、各地域で地区計画の手法を用いた街づく

りの検討を進めておりますが、現時点において、良好な住環境と営

農環境の維持を目指して検討を行っている地区がない状況でござい

ます。このため、今回の用途地域等の一括変更の手続きの中で、田

園住居地域の指定を進めることはできないと判断しているところで

す。 

生産緑地が減少する中、農地の緑地機能（緑地空間、防災上のオ

ープンスペース、住環境への潤い）の保全・活用方策の検討は、重

要なテーマであると考えております。今後、都市計画マスタープラ

ンの改定の中で、農地保全方策の一つとして、農業政策と連携して

街づくりの可能性を検討していく必要があると考えております。 
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 〇作業体制・スケジュールについて   

２ ・意見票１の「Ｎo.５」で、地区内外の市街地環境への影響が軽微

とする基準について「東京都からの具体的な基準は示されていま

せん」とのこと、また、「東京都と十分に協議した上で、総合的

に判断していきたい」とのことだが、変更対象となる関係地域住

民への説明が益々重要になると考える。「Ｎo.８」 の区の考え方

で示されているような「説明会の開催や、都市計画法第 17 条の

規定に基づく手続きにより、区民（都民）に周知・説明」は、丁

寧かつ関係住民が納得のいくものであるべきと考える。 

 

 

意見票１に係る区の考え方「NO８」のとおり、用途地域等の変更

は、住民の財産にかかわる事項となるため、説明会の開催等により周

知・説明に努めてまいります。 

 ３ 

 

・意見票１の「Ｎo.７」について 

新型コロナ対策中の地元説明会の「工夫」については、都との調

整、他区、市の「工夫」情報収集が是非必要でしょう。 

 

 

 

現在、政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」

や「新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の分析・提言」などを

踏まえ、全庁を挙げて新型コロナウイルス感染症対策に取り組んで

おります。 

 用途地域等の変更に関する説明会等の実施にあたっては、こうし

た国の考え方を踏まえるとともに、他自治体の取り組みも参考にし

ながら、東京都と十分に調整し、具体的対策・工夫を講じていきたい

と考えております。 
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第 58 回 葛飾区都市計画審議会 意見票２に係る区の考え方【葛飾区都市計画マスタープラン中間検証について】 

 

№ ご意見・ご質問 区の考え方 

 〇理念目標等について  

１ ・意見票１の「Ｎｏ.２」の考え方には、「上位計画の改定動向を注

視し、」と書いていますが、基本構想の「将来都市構造」の検討

については、基本構想の改定と同時変更であり、むしろ、基本構

想側が「都市マスでの将来像の検討を注視してしる」という立場

であると考えています。基本構想での議論は、ソフトな施策が多

いのですが、それらを受け止める「将来都市像の検討」が委任さ

れたものと考えます。したがって、言葉としては『基本構想に即

して』かもしれませんが、重い作業になると感じています。 

 

都市計画マスタープランは、「東京都 都市計画区域マスタープ

ラン」と「区 基本構想」に即して定めることとなります。 

今年度改定予定の新基本構想は、各分野を総括した基本的方向性

が文言で示されるにとどまり、現基本構想に記載のあった都市構造

構想の「将来の都市構造」や「将来の土地利用」は都市マスにおけ

る将来都市構造に委ねられることとなります。このため、基本構想

において検討されるソフト施策との調整、連携を図り、都市マスの

将来都市構造に反映するとともに、都市計画で実施できる支援策等

についても調査・検討を進めてまいります。 

 〇具体内容について  

２ ・立石駅北口地区市街地再開発事業における区庁舎建替え、移転の

見直しについて、意見票１の「Ｎo.6」の区の考え方では、「駅前

で提供すべき行政サービスを検討するとしたものであり、市街地

再開発事業を見直すとしたものではない」と示されている。この

区庁舎の建替え・移転見直しが、いままでの計画と比べ同規模の

ボリュームを持つものとは考えにくく、一定程度縮小するものと

思われる。そうすれば、再開発事業自身も見直しをせざるを得な

いのではないか。 

 また、都市計画決定をした南口東地区や、南口西地区では事業協

力者である清水建設が工事からの撤退を表明している。立石駅周

辺の再開発自身が、見直しを迫られているのではないか。 

 

新庁舎整備における駅前で提供すべき行政サービスの検討は、こ

れから設立される立石駅北口及び南口の市街地再開発組合で議論さ

れる内容などをくみ取りながら、再開発事業を前提に進めることと

しており、再開発事業自身を見直すものではありません。 

また、立石駅南口東地区及び西地区の事業協力者については、事

業協力に関する協定に基づき引き続き事業協力を行っていくもの

の、工事の受注について困難となったとの申し出があったというも

のでありますが、この申し出が、直ちに再開発事業の見直しにつな

がるものではございません。 
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３ ・意見票１の「No.7」では、新小岩駅周辺だけではなく「各駅前広

場のあり方について検討が必要」に対し、区の考え方では「都市

マス策定以降、民間開発など市街地の状況も変化していることか

ら、改定時には、こうした変化を踏まえて駅前広場のあり方につ

いて検討する必要がある」と示されている。例えば、新柴又駅に

おける駅前広場も、設置以来、閑散とした状況となっている。い

ままで取り組んできた駅前広場ひとつひとつ振り返るとともに、

今後の各駅における駅前広場の整理について、ひとつひとつ検討

していくことが必要と考える。 

 

都市計画マスタープランの改定にあたっては、現在進められてい

る駅周辺のまちづくりや、これまで整備されてきた駅前広場の状況

を踏まえ、その在り方を検討してまいります。 

４ ・なお、立石駅北口再開発で設置しようとしている駅前広場につい

ても、連続立体交差化事業で生み出される高架下の空間を活用す

れば、現在の綾瀬駅よりも広い駅前広場を整備することができ

る。この点からも、立石駅周辺の再開発について見直しを行うべ

きと考える。 

 

 

 

綾瀬駅は東京メトロ千代田線と JR 東日本の常磐線が乗り入れて

おり、島式のホーム２面分の幅の高架下空間となっており、バス乗

降スペースなどが整備されております。 

一方、京成立石駅につきましては、連続立体交差事業により、現

在と同様の対面型のホームと上下方向の線路が高架化されることと

なりますが、その高架下空間の幅では、交通結節機能を有した駅前

広場を整備することは困難と考えます。 

従って、現在の都市計画のとおり、市街地再開発事業の中で交通

広場を整備いたします。 

なお、連続立体交差事業によって生み出される高架下の活用につ

きましては、今後、東京都及び京成電鉄と連携しながら検討を進め

ることとなります。 
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5 ・with コロナ、after コロナとの関係で、計画を見直すべきところ

がないかチェックした方がよいのでは 

 特にコミュニティ関連や人を呼び込むことを前提とする部分につ

いて 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策に伴い、オンライン会議や「混雑

レーダー」の開発など、様々な ICT ツールの活用が進んでいます。  

こうした新型コロナウイルス感染症に関する事態などの社会経済情

勢の変化もみながら、都市マス改定に取り組んでまいります。 

６ ・意見票１の「Ｎｏ.４」について 

「ＳＤＧｓを念頭において」についても、具体的に、都市マスで

は、何が受け持てて、何が受け持てないのか、ＳＤＧｓの内容を

吟味して取り組む必要があると思います。 

 

 

ご指摘のとおり、SDGｓで掲げられた 17 の目標と 169 のター

ゲットについて、本区の都市計画マスタープランで受け持つべき項

目を詳細に検討したうえで、まちの将来像やまちづくりの目標の検

討を行い、実践するまちづくりにつながるよう、具体化していく必

要があると考えております。 

 〇計画の進捗管理について  

７ ・意見票１の「Ｎo.９」、「Ｎｏ.１０」、「No.１１」の趣旨について 

第 5 章マスタープラン実現の方策の総括では、認知度２０％を区 

民による周知度をより一層上げながら、改定作業を進めていただ

きたい。 

都市計画マスタープランの改定にあたっては、手にとってもらえ

る分かりやすいものとなるよう工夫するとともに、シンポジウムに

加え、より広く周知できる取り組みを検討してまいります。 
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８ ・都市計画マスタープランの「進行管理」という点で、区の考え方

では「まちづくりシンポジウム」の開催が各箇所で紹介されてい

るが、参加者を見ると２０１５年の際は、７０名、２０１８年の

際は８３名のみである。各開催時のアンケートでも多くの指摘が

されている。意見票１の「Ｎo.９」では、「より広く周知できる取

り組みを検討してまいります。」と示されているが、「住民本位の

まちづくり」が大切と考える。 

 

 

 

 

 

区民本位のまちづくりを展開するためには、様々な機会をとらえ

て、区民の方々からご意見をいただき、区の考え方をご説明しなが

ら施策や事業を進めていくことが重要です。これまでも、シンポジ

ウムをはじめ、各地域のまちづくりにおける説明会等を通して、こ

うした取り組みを進めてまいりました。 

都市計画マスタープランの改定作業にあたっても、これまでと同

様に、区民の方々からご意見をいただき、区の考え方をご説明しなが

ら進めていくとともに、都市マスの認知度向上のため、より多くの方

に周知できる取り組みを検討いたします。 
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第 58 回 葛飾区都市計画審議会 意見票２に係る区の考え方 

【東金町一丁目西地区第一種市街地再開発事業および地区計画に関する情報について】 

 

№ ご意見・ご質問 区の考え方 

1 

 

・「歩行者の商店等への回遊性を創出する観点」は大切なポイント 

だと思う。 

・再開発事業では、用途・容積など様々な都市計画との優遇が施さ

れており、その分、地域社会への貢献、還元策として広場や駐輪

場の整備が計画されたものと思う。今回、再開発事業内での駐輪

場整備が縮小された分、何かその代わりに地域社会への貢献策は

計画されているか？ 

 

広場１号は、憩いや賑わいの結節点として、また、災害時の公共 

空間として、公共施設である広場を整備するものです。自転車駐車

場は、あくまで広場空間の有効活用のために葛飾区として整備を計

画していたものであるため、計画を取りやめたとしても再開発事業

としての地域社会への貢献は果たしていけるものと考えています。 

２ 

 

・意見票１の「Ｎo.６」について 

北西側に１５００台分の自転車駐車場の整備については、再開発 

の事業中から、歩行者、自転車の整理上からも必要と考えられる

ので、区有地７４０㎡だけからでも急ぐべきと思います。 

 

自転車駐車場の整備については、できるだけ早い時期に実施した 

いと考えています。 
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３ ・意見票１の「No.5」の区の考え方では「４階の公益施設及び地下

１階の自転車駐車場については、区及び土地開発公社の所有する

従前資産額で取得できる見込み」なのに、「NO.4」では「区の限

られた財源を健全に運用していくため」としている。従前資産で

取得できるのに、わざわざ保留床を税金で取得する意味が分から

ない。 

 

 

４階の公益施設及び地下１階の自転車駐車場については、権利変 

換の場合でも金額的には従前資産額内に納まる見込みではあります

が、一部資産については権利変換せずに転出し、地下１階の自転車

駐車場を保留床として取得することで、当該補償金を取得費に充て

た上で、交付金を受けることができる見込みです。区の限られた財

源を健全に運用していくために、このような手法を用いることも必

要であると考えています。 

 

４ ・意見票１の「No.６」の北西側周辺の「区有地７４０㎡程度」と

は、以前の三菱製紙工場への引き込み線跡地のことか。そうであ

るならば、余りにも細長く使い勝手の悪いものとなるのではない

か。何台程度を想定しているのか。 

 

 

 

「区有地７４０㎡程度」とは、ご質問のとおり、以前、三菱製紙 

工場への引き込み線として使用されていた軌道敷跡地のことです。

当該用地を活用することで 600 台程度の駐車が可能であると想 

定しています。 
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５ ・「駅近辺への自転車の乗り入れを抑制し、方面ごとに自転車駐車

場を分散して整備することで、安全で快適な歩行空間を確保す

る」、「区営自転車駐車場の定期利用者の 9 割超が水元地域からの

利用である」と示されている。そうであるならば、再開発事業区

域外の北西側周辺に１５００台の自転車駐車場をまとめて整備す

ることは、来年４月から東金町小学校の学区域が変更となり、新

宿 6 丁目２番のシティタワー及びシティテラスの児童が都市計画

道路補助２７６号線及び都市計画道路補助１３８号線を通る通学

路となり、登下校時に危険度が増す。むしろ分散して自転車駐輪

場を確保すべきと思うがどうか。 

 

 

 

再開発事業区域外の北西側周辺に整備を予定している自転車駐車 

場については、区有地の活用のほか、周辺の低未利用地を取得又は

借上げて、分散整備を検討しています。 

 

６ ・２０年ほど前には、UR 金町第一団地の敷地周辺に、無料の「自

転車置場」があった。少し駅からは離れるが、その分無料という

ことで、多くの方が利用していた。「安全で快適な歩行空間」を

確保するうえでも、自転車置場の設置を考えてもよいのではない

か。 

 

 

 

 

無料の自転車置場については、周辺の環境や利用実態を考慮し、 

新たに設置する計画はありません。 

なお、今後整備していく自転車駐車場を含め利用料については、 

駅との距離を勘案して設定するなど、自転車駐車場の分散整備に係

る利用方法を検討していきます。 
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７ ・金町駅北口（西側）駐車場の利用者の９割超が水元地域からの利

用者で、②から③に自転車駐車場の位置を変更し、理科大学通り

の自転車と歩行者の錯綜を解消するという計画は合理的で、妥当

であると思います。一方、③は駅改札からはかなり離れた場所

で、利用者の利便性が著しく低下するため、路上駐輪など他の問

題を引き起こす可能性もあります。有効に機能させるには、駅改

札の位置の改変などを含めた駅周辺の計画とともに丁寧に考える

必要があります。 

 

 

路上駐輪等の問題を避けるためにも、自転車駐車場の利用料につ 

いては、駅との距離等を勘案して設定する等、自転車駐車場の分散

整備に係る利用方法を今後検討していきます。 

なお、JR 金町駅の西口改札口の設置につきましては、これまで 

も継続的に JR 東日本に対して要望を行ってきたところですが、引

き続き JR 東日本との勉強会や意見交換を行い、JR 金町駅の安全

性や利便性の向上に向けて要望を続けていきます。 

８ ・意見票１の「Ｎｏ.１」、「Ｎｏ.６」について 

代替として、区域外に設置する自転車駐車場の数ですが、区有地

（７４０㎡）以外に、民間から何㎡くらいに必要なのか。その土

地代、管理の人件費を考えると今回の広場用地４億円（Ｎｏ.１

０）、地下施設整備費（Ｎｏ.4:建物に設置する１０００台分で、

９.６億だが、広場地下２０００台分？だと倍？）など、今回の計

画変更での区の負担分の概算について、説明が必要ではないか。

できる範囲でいいが。 

 

 

区有地（740 ㎡）以外に 1,060 ㎡程度必要と考えています。 

なお、新たに整備する自転車駐車場の整備費用及び維持管理費用

は、地上にラックを設置するため、土地取得費がかかった場合で

も、広場 1 号に新設予定だった地下式自転車駐車場よりも低廉な費

用で整備できる見込みです。 
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９ ・意見票１の「Ｎｏ.２」、「Ｎｏ.３」、「Ｎｏ.６」について 

何をもって「軽微な変更」なのか、「重大な変更」なのか、基準

はあるのでしょうか。（今後）としているが、いつになるかわか

らないＢ、Ｃ地区の地区計画決定時に一緒に削除する」という取

り扱いで地区の事業完了後に整える、ということでいいのでしょ

うか。 

・今回は報告ですが、Ａ地区の事業計画に合わせて、地区計画の都

市計画変更手続きをしておくということはできないのでしょう

か。 

・都計審が事業計画に関わるわけではないが、上記の概算でみる

と、区民としては、区の負担軽減になるのでしょうか。 

 

 

 

備考欄に記載の「新設（地下式自転車駐車場）」の削除につきまし

ては、都市計画の軽易な変更（都市計画法第 21 条第２項、同法施行

令第 14 条、同法施行規則第 13 条及び第 13 条の２）には、該当し

ません。広場１号に係る「新設（地下式自転車駐車場）」については、

B、C 地区の地区整備計画決定時に削除することを予定しております

が、当該市街地再開発事業の完了までに B、C 地区の地区整備計画

が決定しない場合は、A 地区の都市計画から「新設（地下式自転車駐

車場）」を削除する都市計画変更手続きを行います。 

新たに整備する自転車駐車場の整備費用及び維持管理費用は、地

上にラックを設置するため、土地取得費がかかった場合でも、広場

1 号に新設予定だった地下式自転車駐車場よりも低廉な費用で整備

できる見込みです。 

 

１０ ・意見票１の「Ｎｏ.４」、「Ｎｏ.６」について 

事業地区内の①再開発地区内の自転車駐車場の 1,000 台を、

2,000 台にすることができれば、西北部での区有地（７４０㎡）

のみでも 2,500 台分になり、９．６億円の費用に広場地下整備

分の費用の付け替えと、区有地自転車駐車場の人件費と設備代だ

けなので、負担増もほとんどないと思うが、どうでしょうか。 

区有地でも６００台くらい収容できますかね。 

 

 

 

金町駅利用者の増加により駅近辺での歩行者と自転車の錯綜の回

避が課題となっていること、また、歩行者の商店等への回遊性を創

出する観点から、駅近辺の歩行者の安全性確保と回遊性創出のた

め、令和 2 年 2 月に金町駅周辺における自転車駐車場整備の考え

方について整理を行い、自転車駐車場は、方面ごとに分散して整備

することとしました。 

 このため、2,500 台のうち 1,000 台については、再開発施設建

築物地下 1 階に整備し、1,500 台については、再開発事業区域外

の北西側周辺にある区有地の活用のほか、周辺の低未利用の土地を

取得又は借上げて、分散整備を検討しています。 

なお、区有地（７４０㎡程度）を活用することで 600 台程度の

駐車が可能であると想定しています。 
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１１ ・北西部の借地について 

借地は、自転車駐車場としての担保性に欠けると思う。土地を買

うのであれば、土地は残るが、なんだかそんな名目で取得できる

のかな？とも感じます。 

 

 

再開発事業区域外の北西側周辺の低未利用地の土地の取得又は借

上げについてですが、土地取得を優先に考えています。 

また、理科大学通りの拡幅と合わせての土地取得や残地の活用な

ども見込んでいます。 

 

１２ ・「Ｎｏ.８」に関連して 

北西部自転車駐車場や再開発建物地下駐車場も金町駅の西口改札

が出来ると、駅へのアクセスが楽になり、行内の混雑も大きく緩

和されると思う。京成線との乗り換えもしやすくなる。水元のほ

うからくる通勤者も、朝は急いで電車に乗るが帰りは西口で降り

て、再開発ビルで買い物もして、西北の自転車駐車場まで歩い

て、自転車で帰る。良く回りの回遊性が飛躍的に高まり、ひろが

りができてくるので、「ついでに」ではなく、「この機に」頑張る

べき。この機を逃すと、次の機はもうないのではないか。 

 

 

 

 

 

 

JR 金町駅の西口改札口の設置につきましては、これまでも継続 

的に JR 東日本に対して要望を行ってきたところですが、引き続き

JR 東日本との勉強会や意見交換を行い、JR 金町駅の安全性や利便

性の向上に向けて要望を続けていきます。 
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